
 

議 第 ６ ２ 号   

令和５年７月２７日提出   

 

熊本市学校給食運営協議会の委員の委嘱について 

 

 熊本市学校給食運営協議会の委員を別紙のとおり委嘱したいので議決を求める。 

 

熊本市教育長  遠 藤  洋 路   

 

 （提出理由） 

熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）第３条及び熊本市学校給食運

営協議会運営要綱（令和２年（２０２０年）８月１９日制定）第３条第２項の規定

により熊本市学校給食運営協議会の委員を委嘱するため熊本市教育委員会教育長事

務委任等規則（昭和２７年教育委員会規則第６号）第１条第１２号の規定に基づき、

教育委員会の議決を求めるものである。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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氏　　名 所属団体・役職等 備考

秋吉　澄子 尚絅大学　短期大学部　食物栄養学科　准教授（学識経験者） 再任

小池 江梨子 健康福祉局保健衛生部食品保健課技術主幹兼主査（食品衛生監視員） 再任

松島　雄一郎 熊本市ＰＴＡ協議会　相談役 新任

廣島　大樹 熊本市ＰＴＡ協議会　常任理事 新任

星田　正治 熊本市立中学校長代表（熊本市立江南中学校長） 新任

林田　匡 熊本市立小学校長代表（熊本市立中緑小学校長） 新任

桐原　智津子 熊本市立健軍小学校　栄養教諭 再任

吉村　美奈子 熊本市立泉ケ丘小学校　副主任 新任

池田　恵美 公募委員 再任

令和5年度　熊本市学校給食運営協議会委員（案）

（任期）令和5年（2023年）8月1日～令和6年（2024年）3月31日  
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○ 熊本市附属機関設置条例〔人事課〕        《抜粋》 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織及び運営に関し、必要な事項

は、当該附属機関の属する執行機関又は公営企業管理者が別に定める。 

  

別表                       《抜粋》 

５ 教育委員会の附属機関 

 附属機関名 設置目的 

1 熊本市学校給食運営協議会 学校給食の運営について、必要な事項を審議する。 

 

○ 熊本市学校給食運営協議会運営要綱   《抜粋》 

第３条 協議会は、１６名以内をもって組織する。 

２ 協議会の委員は、次に揚げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（1） 学識経験者 

（2） 食品衛生監視員 

（3） 市ＰＴＡ協議会代表者 

（4） 校長代表者 

（5） 栄養教諭又は学校栄養職員の代表者 

（6） 給食技師代表者 

（7） 公募委員 

（8） 前各号に掲げる者のほか、教育長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、委嘱された日から同日の属する年度の翌年度の末日とし、再任さ

れることを妨げない。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とし、新たに委

員を加える場合の当該委員の任期は、当該委員以外の委員の任期が終了するまでの

間とする。 

４ 前項本文の規定にかかわらず、教育長が特に認める場合は、委員の任期をその満

了日より前にすることができる。 

○ 熊本市教育委員会教育長事務委任等規則〔教育政策課〕     《抜粋》 

(事務の委任) 

第 1 条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長

に委任する。 

(12) 法令又は条例に基づく委員会(審議会その他これに準ずるものを含む。)の委員

を任命し、又は委嘱すること。
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熊本市学校給食運営協議会運営要綱 

制定 令和２年(２０２０年)８月１９日 教育長決裁 

 （趣旨） 

第１条 熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）第３条の規定に基づき、

熊本市学校給食運営協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議を行

い、その結果を答申するものとする。 

（1） 学校給食の運営に関すること 

（2） 給食費に関すること 

（3） その他教育長が協議会において行うことを必要と認めた事項 

 

（組織） 

第３条 協議会は、１６名以内をもって組織する。 

２ 協議会の委員は、次に揚げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（1） 学識経験者 

（2） 食品衛生監視員 

（3） 市ＰＴＡ協議会代表者 

（4） 校長代表者 

（5） 栄養教諭又は学校栄養職員の代表者 

（6） 給食技師代表者 

（7） 公募委員 

（8） 前各号に掲げる者のほか、教育長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、委嘱された日から同日の属する年度の翌年度の末日とし、再任さ

れることを妨げない。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とし、新たに委

員を加える場合の当該委員の任期は、当該委員以外の委員の任期が終了するまでの

間とする。 

４ 前項本文の規定にかかわらず、教育長が特に認める場合は、委員の任期をその満
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了日より前にすることができる。 

 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 協議会に委員長及び副委員長１名を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき、又は委員長に事故があると

きは、その職務を代理する 

 

(会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長とな

る。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者に会議への出席を求め、意見を聴

き、又は資料の提出を求めることができる。 

 

(庶務） 

第６条 協議会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部健康教育課において処理する。 

 

(その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、委員長が

協議会に諮って別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和２年(２０２０年)８月１９日から施行する。 
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